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１ 輸送動向 



国内旅客・貨物輸送量の推移 

1 
出典）国土交通省：交通関連統計資料集 

国内旅客輸送量 国内貨物輸送量 

 国内輸送量は旅客、貨物ともに、平成初頭までは急激に伸びていたが、現在は横ばい又は減
尐。 

（百万人） （千トン） 

輸送動向 

国内旅客・貨物輸送量の推移 
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輸送人員（千人） 昭和55年を100とした場合 
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出国者数 入国者数 

合計輸送人員 昭和55年を100とした場合の数値 

国際旅客・貨物輸送量の推移 

2 
出典）国土交通省：交通関連統計資料集 

国際旅客輸送量 国際貨物輸送量 

 国際旅客輸送量は、増加が続いていたが、近年は横ばい又は減尐。 
 国際貨物輸送量は、近年も引き続き増加傾向にあったが、平成２１年は輸入を中心に大きく

減尐。 

（千人） （千トン） 

輸送動向 

国際旅客・貨物輸送量の推移 
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（注）S55,60の数値は、航空による輸送量を含まな
い。 
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国内旅客輸送の輸送機関別分担率 

自動車 鉄道 旅客船 航空 

国内旅客・貨物輸送の輸送機関別分担率の推移 

3 
出典）国土交通省：交通関連統計資料集 

（人キロベース） 

 旅客輸送については、鉄道がシェアを縮小させ、航空がシェアを拡大し、最近は横這い。 
 貨物輸送については、自動車がシェアを拡大する一方、内航海運はシェアを縮小。 

輸送動向 

40.8% 
47.4% 

51.7% 51.5% 
54.5% 57.1% 58.7% 59.9% 60.9% 62.1% 63.9% 

8.5% 

5.0% 

4.9% 4.7% 
4.2% 

4.0% 
4.0% 4.0% 4.0% 4.0% 

3.9% 

50.6% 
47.4% 

43.3% 43.6% 41.2% 38.7% 37.1% 35.9% 34.9% 33.7% 32.0% 

0.1% 0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 

55 60 H元 5 10 15 17 18 19 20 21 

国内貨物輸送の輸送機関別分担率 

自動車 鉄道 内航海運 航空 
（トンキロベース） 

国内旅客・貨物輸送の輸送機関別分担率の推移 



２ 国内幹線交通の動向 



昭和52年4月（2,022km） 

日本の道路整備の展開 

平成23年4月（9,855km） 

全体 供用 (進捗率) 

高規格幹線道路 約14,000キロ 9,855キロ (70%) 
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自動車走行台キロ 

出典：道路統計年報,陸運統計要覧（各年版）,自動車輸送統計年報（平成20年度分）,国土交通省資料 

H21 

（100万走行台キロ） （km※） 

高規格幹線道路 

一般道路 
（改良済） 

※一般道路の改良済延長は ×100km 

平成２３年４月１日現在 

 急激なモータリゼーションの進展にあわせ、高速道路整備、一般道路の舗装・改良等を実
施。 

 高速道路の整備率は約７割。 

国内幹線交通の動向 

日本の道路整備の展開 

4 

高規格幹線道路ネットワークの拡充 



北京 ソウル（韓国） 首都圏 パ リ 

人口 

（万人） 
計画延長 供用延長 整備率 備考 

首都圏 

東京都：1,284 

一都三県：3,499 

(2008年値） 

525km 245km 47% 2011年4月1日現在 

ソウル 
1,035 

(2006年値) 
168km 168km 100% 

2007年12月28日完
成  

北京 
1,151 

（2000年値） 
433km 433km 100% 2009年9月12日完成 

パリ 
1,161 

（2006年値） 
313km 267km 85% 

2009年7月現在 
人口はイルドフランス地域圏を
対象 

環状道路の整備 

 東京首都圏における環状道路の整備率は約47％であり、海外主要都市と比べて整備が遅れ
ている状況。 

国内幹線交通の動向 

環状道路の整備 

5 



新潟 

大宮 

大阪 
東京 

新八代 

鹿児島中央 
平成１６年３月開業 

長崎 

博多 

九州新幹線 
（長崎ルート） 

○諫早･長崎間 
（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

ﾌﾘｰｹﾞｰｼﾞﾄﾚｲﾝ 
（ｽｰﾊﾟｰ特急） 

〈21km〉 

〈45km〉 
○武雄温泉･諫早間 

諫早 

○白山総合車両基地･敦賀間 

平成１４年１２月開業 

東北新幹線 

盛岡 

八戸 
新青森 

新函館 

札幌 
○新函館・札幌間 

平成27年度末完成予定 

北海道新幹線 

北陸新幹線 

長野 

高崎 敦賀 

福井 

富山 金沢 

〈149km〉 

〈240km〉 ○長野･白山総合車両基地間 〈113km〉 

九州新幹線 
(鹿児島ルート） 

新鳥栖 

平成26年度末完成予定 

平成９年１０月開業 

       既設新幹線開業区間 
       整備新幹線開業区間   
       建設中区間 
       未着工区間（工事実施計画申請中） 
       未着工区間（工事実施計画未申請） 

凡  例 

○新青森・新函館間 

概ね平成29年度完成予定 

武雄温泉 

〈211km〉 

○福井駅部 
平成20年度末完成 

白山総合車両基地 

整備新幹線の現状 

 昭和48年11月に決定された「整備計画」により５路線を整備中。 
 現在の新幹線線路延長は2387.8km。今後、北陸新幹線（長野～金沢）、北海道新幹線（新青森

～新函館）及び九州新幹線（武雄温泉～諫早）の開業により、平成２９年度末の新幹線線路延長は
概ね2809.4kmとなる予定。 

国内幹線交通の動向 

整備新幹線の現状 

6 

平成２２年１２月開業 

平成２３年３月開業 

【新幹線開業状況】 
路線 区間 開業年月日 距離 

東海道新幹線 東京～新大阪 S39.10.1 515.4km 

山陽新幹線 
新大阪～岡山 S47.3.15 160.9km 

岡山～博多 S50.3.10 392.8km 

東北新幹線 

大宮～盛岡 S57.6.23 465.2km 

上野～大宮 S60.3.14 27.7km 

東京～上野 H3.6.20 3.6km 

盛岡～八戸 H14.12.1 96.6km 

八戸～新青森 H22.12.4 81.8km 

上越新幹線 大宮～新潟 S57.11.15 269.5km 

北陸新幹線 高崎～長野 H9.10.1 117.4km 

九州新幹線 
新八代～鹿児島中央 H16.3.13 126.8km 

博多～新八代 H23.3.12 130.0km 



在来幹線鉄道の高速化実施状況 

※国土交通省調べ 

7 

国内幹線交通の動向 

在来幹線鉄道の高速化 

函館線 
（札幌～旭川） 

92.2km/h→102.6km/h 
平成２年９月１日 

函館線・千歳線・室蘭線 
 （札幌～函館） 

91.5km/h→106.8km/h 
平成６年３月１日 

石勝線・根室線 
（南千歳～釧路） 

 札幌～釧路 
 78.9km/h→95.0km/h 
 平成９年３月２２日 

新庄 

田沢湖線・奥羽本線 
（盛岡～秋田） 

71.4km/h→90.9km/h 
平成９年３月２２日 

奥羽本線 
（山形～新庄） 

72.4km/h→99.7km/h 
平成１１年１２月４日  

奥羽本線 
（福島～山形） 

68.8km/h→87.1km/h 
平成４年７月１日 

上総一ノ宮 

安房鴨川 

六日町 

犀潟 

常磐線 
（上野～日立） 
上野～水戸 

97.9km/h→110.2km/h 
平成元年３月11日 

外房線 
(上総一宮～安房鴨川) 

東京～勝浦 
64.1km/h→82.6km/h 

平成８年12月１日 

湖西線・北陸本線 
(金沢～直江津) 

103.3km/h→108.6km/h 
平成９年３月２２日 

 湖西線・北陸本線 
(京都～金沢) 
大阪～金沢 

102.3km/h→107.8km/h 
平成７年４月２０日 

中央線 
（新宿～松本） 

84.9km→91.3km/h 
平成６年１２月３日 

益田 

佐伯 
肥後大津 

土讃線 
（多度津～高知） 

高松～高知 
62.2km/h→80.5km/h 
平成３年１１月２１日 

予讃線 
（高松～松山） 

75.9km/h→83.4km/h 
平成５年３月１８日 

智頭線(新設）・因美線    
(上郡～鳥取) 
大阪～鳥取 

66.0km/h→82.1km/h 
平成６年１２月３日 

宇野線・本四備讃線 
（岡山～児島） 

78km/h→83km/h 
平成２１年３月１４日 

山陽線・伯備線・山陰線 
（岡山～出雲市） 

77.4km/h→80.3km/h 
平成４年３月１４日 

山陰線 
(安来～益田) 
松江～益田 

62.9km/h→84.1km/h 
平成１３年７月７日 

長崎線 
（鳥栖～長崎） 

78.3km/h→85.4km/h 
平成２年３月１０日 

鹿児島線 
（博多～八代） 

89.8km/h→95.3km/h 
平成２年３月１０日 

日豊線 
（大分～小倉） 

90.6km/h→96.1km/h 
平成７年４月２０日 

日豊線 
（延岡～宮崎） 

69.8km/h→83.7km/h 
平成６年３月１日 

        凡  例 
 

       高速化実施線区（表定速度８０km/h以上） 
新幹線 
在来線 

 
国の助成事業 

地域为体の事業 
ＪＲ単独事業  

宗谷線 
（旭川～名寄） 
札幌～名寄 

73.8km/h→95.4km/h 
平成12年３月11日 

中央線 
（名古屋～塩尻） 
名古屋～長野 

87.0km/h→92.3km/h 
平成８年１２月１日 

児島 

山陰線・因美線・境線 
（境～鳥取） 
米子～鳥取 

79.5km/h→99.3km/h 
平成１５年１０月１日 

上郡 

出雲市 

南千歳 

安来 塩尻 

津軽海峡線 
(中小国～木古内) 

青森～函館 
81.6km/h→83.7km/h 
平成３年３月１６日 

中小国 

木古内 

鹿児島中央 

福井 境 

敦賀 

長浜 

北越北線（新設） 
(六日町～犀潟) 

東京～金沢 
124.0km/h 

平成９年３月２２日 

 新幹線の整備や在来幹線鉄道の高速化により、各都道府県の県庁所在地のほぼ全てが新幹線
又は高速化した在来幹線鉄道（表定速度８０km/h以上）で到達可能。 



中央リニア新幹線の建設 
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建 設 線 中央新幹線 

区 間 東京都・大阪市 

走 行 方 式 超電導磁気浮上方式 

最 高 設 計 速 度 ５０５キロメートル／時 

建 設 に 要 す る 
費 用 の 概 算 額 
(車両費を含む。) 

９０，３００億円 

その他必要な事項 主要な経過地 
甲府市附近、赤石山脈（南アルプス）中
南部、名古屋市附近、奈良市附近 

東京都 

＜中央新幹線の整備計画（平成23年5月26日決定）＞ 

(注) 建設に要する費用の概算額には、利子を含まない。 

参考：ＪＲ東海は、名古屋開業時期を2027年（平成
39年）、大阪開業時期を2045年（平成57

年）としている。 

東京・大阪間 東京・名古屋間 

路線延長（km） 438 286 

所要時分（分） 67 40 

建設費（億円） 90,300 54,300 

 リニア中央新幹線の建設により、東京－名古屋－大阪間の所要時間が大幅に短縮。 

国内幹線交通の動向 

リニア中央新幹線の建設 



国内航空ネットワークの変化 

資料）国土交通省調べ 
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 国内航空の需要は、近年減尐傾向。特に地方路線の減尐幅が大きい状況。 

国内幹線交通の動向 

国内航空ネットワークの変化① 

38,630
34,659

58,341

47,552

96,971

82,211

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

旅客数（単位：千人）

(注)  ①幹線とは、新千歳、羽田、成田、伊丹、関西、福岡及び那覇の各空港を相互に結ぶ路線をいう。

②定期便による実績

合計

地方路線

幹線



国内航空ネットワークの変化 

10 

 地方航空路線の路線数も、ここ数年は、景気後退等の影響を受けて、減尐傾向。 

国内幹線交通の動向 

国内航空ネットワークの変化② 

17 17
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空港の現状 
空港の現状 

国内幹線交通の動向 

 空港は全国で９８カ所となり、配置的側面から整備は概成したものの、航空輸送需要への的
確な対応や老朽化施設の更新や耐震対策等の航空機の安全運航に必要な施策の推進が求めら
れているところ。 

平成２３年２月１日現在 資料）国土交通省調べ 



海上交通をめぐる現状 

 旅客船事業については、年間約１億人を運んでいるが、近年縮小傾向。 
 特に、フェリー事業については近年輸送量縮小が顕著であり、減便、航路撤退が相次いでい

る状況。 

国内幹線交通の動向 
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海上交通をめぐる現状 

旅客船事業は、ここ１０年で徐々に縮小する傾向 
 ○輸送人数が約９％減尐 

 ○営業収入が約１７％減尐 

 ○赤字航路は増加しており、現在約６割の航路が赤字 

                ※一般旅客定期航路事業の輸送実績、営業収入を算出 

一般旅客定期航路事業の輸送人数・営業収入の推移 

特に中短距離フェリー航路（全国２３社程度）に 

ついては、平成２１年以降急激に縮小 

 

 ○近年、本州～四国間の輸送実績は急減 

  （年間輸送量：対平成２０年度比） 

   平成２２年度 旅客▲３３％、バス・乗用車▲４４％ 

  

 ○平成２１年度以降で、６社６航路が休止・撤退 

  

 ○今後撤退航路は増加する見込み 

  （経営状態の極めて厳しい航路） 

   南海フェリー、伊勢湾フェリー、周防灘フェリー   等 

本四間の輸送人数・輸送台数 

（例）都道府県間の地域間旅客流動輸送分担率 

   岡山県～香川県 航路 48.3％ 

   広島県～愛媛県 航路 59.7％ 

   大分県～愛媛県 航路 99.9％ 

（例）フェリーを生活交通として利用している人口 

   高松－宇野航路（岡山～香川）   ：約3,000人 

   松山－呉・宇品航路（愛媛～広島）：約1,000人 

   八幡浜－別府航路（愛媛～大分） ：約2,500人 

輸送人員（万人） 乗用車（万台） 

単位：百万人、百万円 

年度 Ｈ12 Ｈ21 減尐率 

輸送人数 91.0 83.1 ▲8.7% 

営業収入 288,132 239,400 ▲16.9% 

10 
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海上交通をめぐる現状 

 全国には約1000の港湾があり、その種類については本年、より一層の国際競争力の強化を
図るため、国際戦略港湾を追加する等の見直しを実施。 

国内幹線交通の動向 

港湾の現状 

奄美・沖縄諸島 

国際戦略港湾（ 5港） 

国際拠点港湾（18港） 

重要港湾  （103港） 

稚内 

神
戸 

尼崎西宮芦屋 

大阪 

堺泉北 

阪南 

日高 橘 

徳島小松島 

尾鷲 

高松 

坂出 

高知 

津松阪 

名古屋 
四日市 

衣浦 
三河 

新居浜 

須崎 

東
予 

今治 

松山 

宿毛湾 

宇和島 

三島川之江 

東
播
磨 

姫
路 

御前崎 

和歌山下津 

岡
山 宇

野 

水
島 

福
山 

尾
道
糸
崎 

呉 

広
島 岩

国 

徳
山
下
松 

三
田
尻
中
関 

宇
部 

小
野
田 

下
関 

苅
田 

北
九
州 

中
津 

別
府 

大分 

博多 

津久見 
佐伯 

唐津 

伊万里 
三池 

熊本 

三角 
八代 

細島 

佐世保 

長崎 福江 

厳原 

郷ノ浦 

西之表 

川内 

鹿児島 
志布志 

油津 

宮崎 

三隅 

浜田 

西郷 

境 鳥取 

舞鶴 

敦賀 

清水 

田子の浦 
横須賀 

東京 
川崎 

横浜 

千葉 

木更津 

鹿島 

茨城 
金沢 

伏木富山 

七尾 直江津 

新潟 
小木 

両津 

小名浜 

相馬 

仙台塩釜 石巻 

大船渡 酒田 

釜石 

宮古 

久慈 

八戸 

秋田 

船川 
能代 

むつ小川原 
青森 

名瀬 

運天 

金武湾 
中城湾 那覇 

平良 

石垣 

紋別 

網走 

根室 

釧路 

十勝 

苫小牧 

室蘭 

函館 

小樽 

石狩湾新 

留萌 

（１）港湾の種類（港湾法による分類） 

 ① 国際戦略港湾（港湾法第２条第２項） 
長距離の国際海上コンテナ運送に係る国際海上貨物輸送網の拠
点となり、かつ、当該国際海上貨物輸送網と国内海上貨物輸送網
とを結節する機能が高い港湾であって、その国際競争力の強化を
重点的に図ることが必要な港湾 (＝国際コンテナ戦略港湾） 

 ② 国際拠点港湾（港湾法第２条第２項） 
国際海上貨物輸送網の拠点となる港湾 

 ③ 重要港湾（港湾法第２条第２項） 
海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を
有する港湾 

 ④ 地方港湾（港湾法第２条第２項） 
 ⑤ 避難港（港湾法第２条第９項） 
 ⑥ 港湾区域の定めのない港湾 
   （港湾法第５６条第１項） 
 

（２）港湾管理者別港湾数 
 港湾法第２条第１項に基づき港務局又は地方公共団体（普通地
方公共団体、一部事務組合、広域連合）が港湾管理者となる。 
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資料)幹線旅客純流動調査 

距離帯別・各モード別のトリップ数の推移 

14 

 航空は、500km以上の距離帯で流動量が増加 
 鉄道は、700km以下の距離帯で流動量が増加 
 バスを除く自動車は、200km以上の距離帯で流動量が低下 

国内幹線交通の動向 

距離帯別・各モード別のトリップ数の推移 

   航空機     鉄道     バス     船     自動車 



 距離帯別輸送機関別輸送量（2007年度） 

～100㎞ 

100～300㎞ 

300～500㎞ 

500～750㎞ 

750～1000

㎞ 

1000㎞～ 

自動車 

鉄道 

海運 

4,238,563  
千トン 

619,355 
千トン 

280,431 
千トン 

186,188 
千トン 

107,215 
千トン 

123,331 
千トン 

％ 

出典：地域貨物流動調査より国土交通省作成 

500km以上の距離帯における輸送量の伸び率の推移 

-20 
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５００㎞以上～ 鉄道 

５００㎞以上～ 海運 

15 

 長距離ほど海運の占める割合が増える傾向。 

輸送機関別距離帯別輸送量（貨物） 
国内幹線交通の動向 

輸送機関別距離帯別輸送量（貨物） 
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船舶輸送の概況 

出典：交通経済統計要覧 
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 内航海運の輸送量は、ピーク時に比べ、トンベースで42%、トンキロベースで32%も減尐
しており、短距離を輸送していた貨物が減尐ないしは陸上輸送に転移した模様。 

内航海運の輸送量 

国内幹線交通の動向 

船舶による貨物輸送の動向 

575199 

244546 

332175 

167315 

（千トン） （百万トンキロ） 
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（百万トンキロ） 

 鉄道による貨物輸送量は、昭和後期に激減、その後横ばい。 

出典：数字で見る鉄道 

鉄道による貨物輸送の動向 
国内幹線交通の動向 
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出典：交通経済統計要覧 

自動車による貨物輸送の動向 
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国内幹線交通の動向 

ﾄﾝﾍﾞｰｽの推移 ﾄﾝｷﾛﾍﾞｰｽの推移 
(千トン) (百万トンキロ) 

 近年は、トンベースでは減尐、トンキロベースでは直近２年を除き増加傾向にあり、短距離
輸送が減尐する一方、長距離輸送が増加している模様。 

 営業用自動車のシェアが増加しており、「自営転換」が進行。 

営業用自動車及び自家用自動車による輸送量の推移 
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３ 都市・地域内における輸送の動向 



 大都市においては、特に鉄道が重要な役割を有しているところ。 
 地方においては、バスを除く自動車による輸送が重要度を増しているところ。一方で、公共

交通機関のシェアが小さくなっており、高齢者や生徒等の交通手段の確保が課題。 

代表交通手段利用率の変化 
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都市・地域内における輸送の動向 
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さいたま、千葉、東京区部、横浜 

川崎、名古屋、京都、大阪、神戸 

取手、所沢、松戸、稲城、堺、奈良 

青梅、岐阜、春日井、亀山、近江八幡 

宇治 

札幌、仙台、広島、北九州、福岡 

小樽、千歳、塩竃、呉、大竹、太宰府 

宇都宮、金沢、静岡、松山、熊本、鹿児島 

小矢部、小松、磐田、総社、諫早、臼杵 

弘前、盛岡、郡山、松江、徳島、高知 

高崎、山梨、海南、安来、南国、浦添 

湯沢、伊那、上越、長門、今治、人吉 

※調査対象都市（市・区） 

出典）国土交通省：全国都市交通特性調査（全国都市パーソントリップ調査） 



三大都市圏の最混雑区間における平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移 

21 

 三大都市圏の鉄道の混雑率は、様々な混雑緩和対策や近年の輸送人員の減尐により改善。 
 しかしながら、東京圏を中心とした一部の路線・区間については今なお高い混雑率が存在。  

都市・地域内における輸送の動向 

三大都市圏の鉄道の混雑率 
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東京圏 大阪圏 名古屋圏 

大都市圏における都市鉄道のすべての区間のそれぞれの混雑率を150%以内とする。（ただし、東京圏については、当面、为要区
間の平均混雑率を全体として150%以内とするとともに、すべての区間のそれぞれの混雑率を180%以内とすることを目指す。） 

年度 

为要区間の平均混雑率の推移 

混雑率 
 
輸送力指数 
（S50=100） 
輸送人員指数 
（S50=100） 

圏域（目標混雑率） 
東京圏 

（当面180%） 

大阪圏 

（150%） 

名古屋圏 

（150%） 

目標混雑率を超えている
路線数（平成22年度） 

１６路線 ※1 ２路線 ※2 なし 

目標値
150% 

各区間の混雑率 

混雑改善指標（運輸政策審議会答申第19号（平成12年８月）） 

％ 

※1 ＪＲ東日本（東海道線・横須賀線・山手線・中央快速線・高崎線・京浜東北線（2区間）・総武緩行線 

   ・南武線・武蔵野線・横浜線・埼京線・京葉線）、小田急小田原線、東急田園都市線、メトロ東西線 

※2 京都市交通局（地下鉄烏丸線・東西線） 

定員乗車（座席につく
か、吊革につかまる
か、ドア付近の柱に
つかまることができ
る）。 

広げて楽に新聞を読
める。 

折りたたむなど無
理をすれば新聞を
読める。 

体がふれあい相当圧
迫感があるが、週刊
誌程度なら何とか読
める。 

電車がゆれるたびに
体が斜めになって身
動きができず、手も
動かせない。 

１００％ １５０％ １８０％ ２００％ ２５０％ 

（混雑率の目安） 
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鉄道の輸送力増強の事例 
都市・地域内における輸送の動向 

 都市鉄道ネットワークは相当程度拡充されてきたが、他の鉄道事業者の路線との接続の丌
備、混雑時間帯における速度の低下といった課題がなお見られ、都市鉄道等利便増進法（平
成17年８月施行）に基づき、既存ストックを有効活用しつつ、短絡線等の整備により所要
時間の短縮や乗換回数の削減。 

海老名駅 

品川駅 

新宿駅 

東京駅 

小田急小田原線 

相鉄いずみ野線 

相鉄本線 

相鉄・東急直通線 

東急東横線 

相鉄・ＪＲ直通線 

〔相鉄・ＪＲ直通線〕 〔相鉄・東急直通線〕 

整備区間 西谷駅～横浜羽沢駅付近
（約２．７km） 

横浜羽沢駅付近～日吉駅
（約１０．０km） 

概算事業費 約６８３億円 約１，９５７億円 

整備期間 平成18～26年度 

予算措置 

（補助率１／３） 
17年度採択 19年度採択 

平成１８年１１月２１日 

速達性向上計画認定 

平成１９年４月１１日 

速達性向上計画認定 

事 業 概 要 

平成19～30年度 

二俣川駅 

田園調布駅 

日吉駅 

西谷駅 

横浜駅 

横浜羽沢駅付近 

ＪＲ東海道貨物線 

ＪＲ東海道線 

目黒駅 

渋谷駅 

新横浜駅（仮称） 

ＪＲ横須賀線 〔時間短縮効果例〕
現行 ⇒ 整備後 （短縮時間） 〔乗換回数〕

二俣川駅～目黒駅間 ５４分⇒３８分 （約１６分短縮） 〔２回⇒０回〕
大和駅 ～新横浜駅付近 ４２分⇒１９分 （約２３分短縮） 〔１回⇒０回〕
海老名駅～目黒駅 ６９分⇒５４分 （約１５分短縮） 〔２回⇒０回〕

大和駅 

都市鉄道の利便性向上の事例 
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都市における交通の利便性向上のための取組事例① 
都市・地域内における輸送の動向 

都市における交通の利便性向上のための取組事例① 

（注）プレス資料等に
より作成。 

ＴＯＩＣＡ ｍａｎａｃａ 

四国圏 

ICい～ 

かーど 
ですか 

相互利用（未定） 

福岡圏 

ＳＵＧＯＣＡ 

 ｎｉｍｏｃａ 

はやかけん 

 

富山圏 

passca 

ecomyca 
ＰＡＳＰＹ 

鉄道事業者 ２社 

広島圏 近畿圏 

ＰｉＴａＰａ 
鉄道事業者 １７社局 

ＩＣＯＣＡ 

SAPICA 

Ｋｉｔａｃａ 

ＰＡＳＭＯ 
鉄道事業者 ２６社局 

Ｓｕｉｃａ 
ＪＲ東日本等 ５社 

＊相互利用含む 

相互利用 

首都圏 

相互利用 

相互 

利用 

片利用可能 

相互利用 

（平成２４年春予定） 

相互 

利用 

福岡圏、Suicaの
相互利用 

相互利用 

相互利用 

相互利用 

名古屋圏 

鉄道事業者 ５社局 

相互利用 

片利用 

（Ｈ２５年度中予定） 

相互利用 

相互利用 

ＪＲ東海 

ＪＲ北海道 

ＪＲ九州 

西鉄 ＪＲ西日本 

福岡市交通局 

伊予鉄道 
土佐電気鉄道 

富山ライトレール 

富山地方鉄道 

札幌市交通局 

 ＩＣカード乗車券の汎用性を高めることにより、利用者利便の向上を図るため、ＩＣカード乗車券の共
通化・相互利用の促進は重要。 

 現在はエリア内やＪＲ５社間において相互利用が可能であるが、平成25年春からは、ＪＲ５社と首都
圏、名古屋圏、関西圏及び九州圏の主な私鉄がそれぞれ発行する合計10種類のＩＣカード乗車券の相
互利用が開始される予定。 

凡例 単独システム 

共通化システム 

エリア内相互利用 

エリア間相互利用 

※圏域は为な都市圏域としているが、それ以外のエリアにも拡大している。 

平成25年春から相互利用開始予定 

北海道圏 
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都市における交通の利便性向上のための取組事例② 
都市・地域内における輸送の動向 

都市における交通の利便性向上のための取組事例② 

 これまでの鉄道整備は、輸送力増強等輸送需要への対応を主眼として、鉄道事業者によりそ
れぞれ進められてきたが、駅とその周辺地域の一体性の欠如といった課題が存在。 

 このため、駅前広場や歩行者デッキの整備等都市側の事業と一体的に鉄道駅のホームやコン
コースの拡幅等を行うことにより、駅機能を総合的に改善する「鉄道駅総合改善事業」等を
進めており、駅における交通結節点の高度化が進展。 

事業実施駅一覧 
事業実施駅 事業主体 事業期間 

京急蒲田駅 

（京浜急行本線） 

蒲田開発事業㈱ 平成１３～２５年度 

椎名町駅 

（西武池袋線） 

東長崎駅・椎名町駅整備㈱ 平成２０～２３年度 

甲子園駅 

（阪神本線） 

西大阪高速鉄道㈱ 平成２３～２８年度 

関内駅 

（ＪＲ東日本・根岸線） 

法定協議会 平成２３～２８年度 

事業の例（京急蒲田駅） 

完成イメージ 

至横浜 至羽田空港 

至品川 

駅周辺の連続立体交差化事業と併せて、鉄道により分断されていた駅周辺地域のまちづくりと一体的に駅改良（ホームを２層高架
構造化）を行うことにより、ホームの混雑緩和等による安全性の向上や空港アクセス機能の改善を図る。 

 整備前 

本線 

空港線 

整備後 

駅前広場整備による 

交通結節機能の向上 

連続立体交差化事業
による地域の一体化 

駅構内の安全性、 

利便性向上、空港 

アクセス機能向上 
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都市における交通の利便性向上のための取組事例② 

システムの概要 

導入実績 

バスの接近情報の提供により、バス待ちのイライラ解消に資するシステム 
 GPS等によりバスの位置を捕捉 

 バス車載器から位置情報等を送信 

 事業者の中央装置でバス情報を収集・配信 

 バス停留所、パソコン、携帯電話などでバス接近情報を表示 

 導入事業者数 ： 120事業者（平成22年３月末現在） 

 系統数： 9,336系統（平成22年３月末現在） 

(国土交通省調べ） 
※ 路線バスに限る 

インターネット、携帯端末を活用したバスロケーションシステムの導入状況 

 都道府県数：30都道府県（平成１９年３月末現在) 

 事業者数：67事業者（平成１９年３月末現在） 

 HPサイト数：48サイト（平成１９年３月末現在） 

公共車両優先システム（PTPS:Public Transport Priority Systems） 

まもなくバス
がきます。 

バスと路側機の双方向通信 

違法走行車の検出 

違法走行車への警告 
バス優先信号制御 

 バス事業者のバスロケーションシステム（国土交通省が導入を支援）と警察の交通管制システムとを連携させたシステム。 

 バスの交差点への接近に合わせて信号を青に変更するバス優先の信号制御やバスレーンにおける違法走行車への警告などを行う。 

 バス専用レーンの設置、カラー舗装、交差点改良等との一体的な実施で、相乗効果を発揮。 

＜ＰＴＰＳの効果（例）＞ 

・バスの定時運行の確保 

 ＊ 松江市の例 定時運行率  

            ２３％→６３％ 

・運行時間の短縮 

 ＊ 松江市の例 １４．９％短縮 

・乗車人員の増加 

 ＊ 大阪府の例  ４．７％増加 

～バスの進行にあわせて信号の「青」を延長し「赤」を短縮するシステム～ 

(平成21年3月31日現在) 

 40都道府県、96事業者、総延長 730.3ｋｍ 

＜ＰＴＰＳの導入状況（運用中）＞ 

導入総延長距離（ｋｍ） （各年３月末現在） 

（注）警察庁調べ 

 定時運行の確保等によるバスの利便性向上のため、バスロケーションシステムやPTPSの導
入等が着実に図られている。 

都市・地域内における輸送の動向 

都市における交通の利便性向上のための取組事例③ 

バスロケーションシステム 
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タクシー 

 タクシーによる輸送人員は、減尐傾向。 
 一方、車両数は増加傾向にあったが 、タクシー適正化・活性化法等の増車抑制策・事業再

構築の実施により、ここ数年は減尐しつつある状況。 

都市・地域内における輸送の動向 

タクシー輸送の動向 

営業用乗用車の輸送人員と登録車両数 
（千人） 

235000 

240000 

245000 

250000 

255000 

260000 

265000 

270000 

275000 

280000 

0 

500000 

1000000 

1500000 

2000000 

2500000 

3000000 

3500000 

4000000 

S55 60 H2 7 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

輸送人員（千人） 登録車両数（両） 
（両） 

（出典）：交通経済統計要覧、全国ハイヤー・タクシー連合会ホームページより国土交通省作成 

（年度） 



●高い速達性、定時性 

・車両の高性能化、軌道の専用化、一部立体化、優先信号化、運賃収受システムの改 

 善等により、高い速達性・定時性を確保 

●人にやさしい 
・低床式車両の導入、電停のスロープ整備等による段差解消や他交通機関への乗り継ぎ利便を確保 

●十分な輸送力 
・適切な運行間隔と連接車両等との組み合わせにより十分な輸送力を確保 

特 長 

車両収容人員 （定員） 

約 90 人 約 150 人 
（広島電鉄の５連接車の例） 

⇒ 

車両収容人員 （定員） 

約 90 人 約 150 人 ⇒ 

走行空間 

物理的に軌
道敷内への
自動車の乗
入れが可能 

 

 

 

 

・ 軌道敷と車
道の分離 

優先信号の
導入 

等 

⇒ 

富山ライトレール富山駅北付近 

軌道敷地と車道を縁石により分離 

床の高さ 

780mm ⇒ 330mm 
ホームから 段差なし で直接乗降可能 段差があるため ステップが必要 

・ 

●環境にやさしい 
・自動車交通に比してCO2排出量が少ないという路面電車の特長に加え､弾性
車輪制振軌道等により騒音振動を低減 

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

36

94

188

乗合バス

マイカー

ＬＲＴ
路面電車

軌道構造 

通常 

軌道 

制振 

軌道 ⇒ 
87dB ⇒ 76dB 

〔 騒音比較 〕 
走行速度 40km/h 時 

軌道中心から 7.5m 、 

地上高さ 1.2m で測定 

福井鉄道市内軌道線 福井駅前付近 

インファンド軌道を採用し、低振動・低 
騒音を実現 

●まちづくりにおける取組 

 ・都市の基幹となる交通としてLＲＴを整備 

・駅前広場の整備やトランジットモール化、パーク＆ライドﾞ駐車場の整 

 備、沿線への公共公益施設の配置などのまちづくり施策との一体的な 

 整備が可能 

景観との一体性 

⇒ 
景観とマッ
チする車
両デザイン 

従来の  
デザイン 

ＣＯ２排出量 

ＬＲＴシステムの概要 

（広島電鉄の単車の例） 

資料）国土交通省調べ 
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ＬＲＴの導入の事例 

 ＬＲＴ（Light Rail Transit）は、低床式車両(LRV)の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、
定時性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システム。 

ＬＲＴの概要 
都市・地域内における輸送の動向 



富山駅北 

インテック本社前 
奥田中学校前 

粟島（大阪屋ショップ前） 

犬島新町 

ＬＲＴの導入の事例 

（平成１８年４月２９日開業） 

※赤文字は新駅 

【事業概要】 
 

北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄道の高架化
の機会を捉え、旧JR富山港線(全長8km)を LRT化
（LRTプロジェクト第１号） 
 

ＪＲ西日本 富山港線 

富山ライトレール 

 富山市では、地域鉄道路線をＬＲＴ化。大幅なサービス向上により、日常の都市活動の活発
化に寄不。 

 岡山市等複数の都市において、今後の導入構想あり。 

5,780

3,430

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

JR富山港線 富山ライト
レール

利
用

者
数

（人
/日

）

1.9
1.3

5.6

2.6

0

1

2

3

4

5

6

通勤 通学 買い物 通院

伸
び
率

ＬＲＴ化 
目的別利用者数の伸び 

乗車人員の変化 
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都市・地域内における輸送の動向 

ＬＲＴ導入の取組み 

富山ライトレール JR西日本運行時 

運行サービスの向上 



・BRT（Bus Rapid Transit）とは、低床化されている連節バスと、バス専用道、バスロケーションシステム（バス位置管理
システム）等を組み合わせて定時制、速達性を確保するとともに、利用者にわかりやすく利用しやすいバスシステム 
 

・海外では、ナント（フランス）・ソウル（韓国）等で導入事例あり 

BRTの特徴 

千葉市（幕張）：京成バス 

○連節バスの導入事例 

厚木市：ツインライナー 

ＬＲＴの導入の事例 

 BRTは、連節バスやバス専用レーン等を用いた新たなバスシステム。 
 日本においても、ＢＲＴの導入事例が見られるところ。 

都市・地域内における輸送の動向 

ＢＲＴの概要と導入の取組み 

○バス専用道の導入事例（茨城県石岡市・小美玉市） 

●事業の概要 

公共交通の利便性向上と地域の活性化を図るため、主要な公共交通軸となる鹿島鉄道（平成19年3月廃止）跡
地のバス専用道化事業や、交通結節点の機能強化等を推進 

全 体 平 面 図 

平成20年1月 第1回「かしてつ跡地バス専用道化検討委員会」開催 

平成20年8月 第4回委員会において、「鹿島鉄道跡地バス専用道化計画」が策定 

平成21年1月 「かしてつ沿線地域公共交通戦略会議」において、総合交通戦略、地域公共交通連携計画を策定 

平成21年10月工事着手（バス専用道、バス停等の施設を整備） 

平成22年8月 運行開始 

●事業の検討経緯 

28 

石岡駅～常陸小川駅 Ｌ＝７.１ｋｍ Ｗ＝６ｍ 

Ｈ２２年度供用 L=５．１km 
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歩行空間の充実の取組事例 

 歩行者、車いす利用者、視覚障害者等の歩行空間の整備。 

都市・地域内における輸送の動向 

歩行空間の充実 

○幅の広い歩道の整備や 

 無電柱化 
○歩道の段差・傾斜・ 

勾配の改善 

○バスに乗りやすい 

歩道の高さを確保 

○立体横断施設への 

エレベーターの設置 

○視覚障害者誘導用 

ブロックの設置 
○歩行者案内標識の設置 

○休憩施設の設置 
○放置自転車対策としての 

駐輪場の整備 

[大阪府堺市] 

・幅の広い歩道の整備や無電柱化により、
歩行者等が移動しやすいようにします。 

・段差・傾斜・横断勾配の状態を改善して、
車いす使用者等が移動しやすいようにしま
す。 

・高齢者・障害者等が低床バスに円滑に乗
降するため、バスが停留所に正着できるよう
構造に配慮します。 

・立体横断施設にエレベーターを設置し、歩
行者等が移動しやすいようにします。 

・交差点などに視覚障害者誘導用ブロックを
設置して、視覚障害者に歩行位置や歩行方
向の案内を行います。 

・交差点などに行き先表示や周辺地図など
の歩行者用案内標識を設置して、歩行者等
の移動に役立つようにします。 

・歩行者等が休憩できるように、ベンチなど
を設けています。 

・駅前広場などに駐輪場を整備して歩道に
放置される自転車問題を改善し、歩行者等
が移動しやすいようにします。 
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自転車交通対策 

 歩行者と自動車から分離された自転車走行空間は約3,000km 
 自動車からは分離されているが歩行者とは分離されていない自転車走行空間は80,600km 

都市・地域内における輸送の動向 

自転車交通対策 

自動車から分離された自転車走行空間  約83,600km （約7.0%） その他の自転車走行空間   約110万km 

［出典：国土交通省資料、警察庁資料］ 

※延長は道路延長、平成22年4月1日現在 

視覚的に分離 

歩行者と非分離 

約80,600km 
（約6.7%） 約3,000km  （約0.2%） 

約91,800km 
（約7.6%） 

約100万km 

構造的に分離 

歩行者と分離 

※著しく歩行者の通行を妨げることとなる場
合を除き、路側帯を通行することができる 

全国の道路 約120万km 

整備例） 

自転車道 
自転車 

専用通行帯 
自転車歩行者道内の 

自転車通行位置の明示 
自転車歩行者道 車道（歩道あり） 車道（歩道なし） 

 

自転車道 

 

歩道 車道 車道 

整備例） 
 

縁石線等 

自転車専用通行帯 

（自転車レーン） 

車道 

歩道 

整備例） 

 

自転車歩行者道 

自転車通行 

位置の明示 

車道 

  

 自転車歩行者道 車道 

整備例） 

 

   歩道 車道 

整備例） 

路側帯 車道 

整備例） 

路面表示 
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 東京都市圏における物資輸送は、都市圏外との流動では約７割、都市圏内での流動では９割
以上が貨物車により行われている状況。 

 施設種類別では、工場から54％、物流施設から40％の物流が発生。 

都市圏内における発生物資の流動 

出典）第４回東京都市圏物資流動調査（平成１５年度～１６年度） 

施設種類別の物流発生量 都市圏内・外の物資の流動における輸送手段構成 

※物流施設：倉庫、集配送センター・荷捌き場、トラック 

         ターミナル、その他の輸送中継施設 

自家用貨物車 

33 

10 

営業用貨物車 

（一車貸切） 

58 

53 

営業用貨物車 

（宅配便等混載） 

3 

6 

鉄道 

2 

船舶 

5 

28 

その他 

1 

1 

0 20 40 60 80 100 

凡例 

都市圏内 

での流動 

都市圏外 

との流動 

（％） 

※１ 

※２ 

※３ 
※４ 

※１ 自家用貨物車：白色（または黄色）のナンバープレートを付けていて、事故の貨物及び他人の需要に応じて無 

             償で輸送を行う貨物車。 

※２ 営業用貨物車：緑色（または黒色）のナンバープレートを付けていて、他人の需要に応じて有償で貨物の輸送 

             サービスを行う貨物車。 

※３ 一車貸切   ：営業用貨物車を貸切って輸送している場合（自分の荷物のみ輸送）。 

※４ 宅配便等混載：宅配便のように貨物一つ単位で輸送を依頼している場合（他の荷为の貨物も一緒に輸送）。 

工場 
物流施設 

その他  

54% 40% 

2% （6万トン） 

（142万トン） （106万トン） 

事務所 2％（6万トン）  

店舗 1％（2万トン） 

都市・地域内における輸送の動向 

注）東京都市圏：東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、茨城県南部 



  日本全体 
交通空白地域 
（バス停600m・ 

鉄道駅1km圏外） 

交通空白地域 
の割合 

可住面積 
 （総面積） 

117,600㎞2 
（377,915㎞2） 36,433㎞2 

30.9％ 
（9.6%） 

全体人口 127,768千人 2,423千人 1.9% 

高齢者人口 27,470千人 731千人 2.7% 

（出典）平成17年国勢調査結果及び「バスネットワークの実態分析調査報告書」（社団法人日本バス協会）より国土交通省作成 

公共交通空白地域の拡大 

 交通空白地域の可住面積は36,433km2（九州島(※)に匹敵）。 
 交通空白地域への居住割合は、高齢者の方がより高い状況。 

(※) 九州島の面積は36,749km2 

都市・地域内における輸送の動向 

公共交通空白地域の拡大 
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乗合バス事業者の収支 
（Ｈ２１年度） 

（保有車両３０両以上の事業者） 

輸送人員の推移 
（H12年度を100とした場合） 

97 

95 
94 

91 

91 

92 92 

91 

95 

91 

88 

86 

84 

82 
82 

81 

100 

96 

93 

92 

89 

88 88 88 

87 

75 

80 

85 

90 

95 

100 

105 

12 13 14 15 16 17 18 19 20 

三大都市圏 

その他地域 

合計 

（年度） 

バス交通をめぐる危機的状況① 
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 乗合バス事業者において民間事業者の約７割、公営事業者は約９割が赤字。 
 特に地方部において輸送人員の減尐に歯止めがかからない状況。 

31% 

69% 
黒字 

赤字 

民間事業者 

公営事業者 
8% 

92% 

黒字 

赤字 

都市・地域内における輸送の動向 

バス交通をめぐる危機的状況① 



廃止路線キロ 

１８年度 ２，９９９ 

１９年度 １，８３２ 

２０年度 １，９１１ 

２１年度 １，８５６ 

計 ８，５９８ 

バス交通をめぐる危機的状況② 

 バス事業者の倒産、路線廃止が相次ぎ、毎年2000km（東京－石垣島間(※)に匹敵）程度の
バス路線が完全に廃止。 

(※)東京－石垣島間の距離は約1,957キロ
メートル 

（石垣市教育委員会ホームページより） 

都市・地域内における輸送の動向 
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平成１１年以降の法的整理の事例 

   

民事再生法 

○那覇交通㈱    ○北都交通㈱  

○茨城交通㈱    ○富士交通㈱ 

○琉球バス㈱      ○岩手県北自動車㈱ 

会社更生法 

○京都交通㈱ ○水間鉄道㈱ ○福島交通㈱ 

その他 
○大分バス㈱（私的整理） 

○常磐交通自動車㈱（特別清算） 

○中国バス㈱（私的整理） 

産業活力再生特別措置法関係 

産業再生機構支援 

○九州産業交通㈱  ○関東自動車㈱ 

○宮崎交通㈱ 

○北海道旅客鉄道㈱（ＪＲ北海道バス㈱） 

○箱根登山鉄道㈱ 

○いわさきコーポレーション 

○立山黒部貫光㈱ 

○国際興業㈱ 

○㈱日立電鉄バス他４社 

○アルピコグループ松本電鉄他３社 

乗合バスの路線廃止状況 
（高速バスを除く） 

地方バスに関する新聞記事 

バス交通をめぐる危機的状況② 



887 
1087 1099 1130 

1549 

1963 

2207 
2390 

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

18 19 20 21 

導入市町村数 

コミュニティバス数 

コミュニティバス・乗合タクシーの輸送状況 

      平成２０年度の乗合バス輸送実績 
（単位：億人） 

コミュニティバスの導入状況 乗合タクシーの導入状況 

路線バス 
（30両以上の事業者） 

高速 
バス 

路線 
バス 
（29両 
以下） 

コミュニ 

ティバス 

・乗合タク
シー 

40.1 1.1 1.0 0.8 

93.2% 2.6% 2.3% 1.9% 

年度 
年度 

※個別調査による。 

総計４３億人 

※個別調査による。事業者数は、団地型・過疎型等の形態により重複しており、
延べ数。 

※一般乗合旅客運送事業の輸送実績報告書から集計。 

事業種別 系統数 輸送人員 

コミュニティバス 4,314系統 ７７百万人 

乗合タクシー 232区域 ３百万人 

1619 

2302 
2168 

2377 

813 
927 895 919 

0 

500 

1000 

1500 

2000 

2500 

18 19 20 21 

コース数 

事業者数 

 一方で、コミュニティバスや乗合タクシーの導入が進んでいる状況。 

都市・地域内における輸送の動向 

コミュニティバス・乗合タクシーの輸送状況 
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福祉タクシー・自家用有償運送の輸送状況 

36 

7,809 8,131 

8,574 

12,272 
12,527 

13,107 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

19 20 21 

福祉タクシーの導入状況 

事業者数 車両数 

227 156 135 

469 412 430 

2,320 2,327 2,333 

57 57 66 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

19 20 21 

自家用有償旅客運送の導入状況（１） 団体数 

市町村（福祉） 

市町村（交通空白） 

福祉 

過疎地 

676 476 468 

1,875 2,059 2,275 

13,605 14,035 14,377 

386 438 464 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

19 20 21 

自家用有償旅客運送の導入状況（２） 車両数 

市町村（福祉） 

市町村（交通空白） 

福祉 

過疎地 

 福祉タクシーや自家用有償旅客運送も拡大傾向。 

￥ 
都市・地域内における輸送の動向 

福祉タクシー・自家用有償旅客運送の輸送状況 

年度 

年度 

年度 



・  そ　 の　 他　 ：上記以外で、事業構造の変更に伴って第三セクター化した鉄道事業者

　・  転換鉄道等　 ：旧国鉄のローカル線又は旧国鉄の工事凍結線で日本鉄道建設公団により建設された路線の経営を承継した鉄道事業者

・  並行在来線　 ：整備新幹線の開業に伴い、JR旅客鉄道株式会社から分離される並行する在来線の経営を承継した鉄道事業者

秋田内陸縦貫鉄道

 三陸鉄道

青い森鉄道

IGRいわて銀河鉄道

山形鉄道

阿武隈急行

会津鉄道

野岩鉄道

わたらせ渓谷鐵道

しなの鉄道

北越急行

由利高原鉄道

鹿島臨海鉄道

真岡鉄道

いすみ鉄道

長良川鉄道

樽見鉄道

北近畿タンゴ鉄道

天竜浜名湖鉄道

明知鉄道

若桜鉄道

智頭急行
錦川鉄道

井原鉄道

伊勢鉄道

愛知環状鉄道

信楽高原鐵道

平成筑豊鉄道

土佐くろしお鉄道

阿佐海岸鉄道

北条鉄道

甘木鉄道

松浦鉄道

南阿蘇鉄道

くま川鉄道

肥薩おれんじ鉄道

のと鉄道

万葉線

富山ライトレール
伊賀鉄道

えちぜん鉄道

ひたちなか海浜鉄道

　
　

上 田 電 鉄

和歌山電鐵

一 畑 電 車

神 戸 電 鉄土佐電気鉄道

十和田観光電鉄

一畑電車

養老鉄道

流　鉄

地域鉄道をめぐる危機的状況② 

    

赤字：７６社（８３％） 

黒字：１６社（１７％） 

経常収支 
平成２１年度（鉄軌道業）          
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輸送人員の推移 
（単位：千万人） 

昭和６２年から約１９％減尐 

年 度 

55 

50 

45 

40 

35 

30 

25 

20 

輸
送

人
員

 

※昭和６３年度以降に開業した事業者を除く７１社 

60 

62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9   10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 

出典：鉄道統計年報及び鉄道局調べによる 

 鉄道の輸送人員は逓減傾向にあり、約８割の事業者が赤字。 

都市・地域内における輸送の動向 

地域鉄道をめぐる危機的状況① 

第三セクター鉄道４２社 位置図 【H22.4.1現在】 

中小民鉄５０社 位置図 【H22.4.1現在】 



（年度） 

（キロ） 

地域鉄道をめぐる危機的状況① 

 平成12年度以降、全国で33路線・634.6㎞（東京－八戸間(※)に匹敵）の鉄軌道が廃止。 

都市・地域内における輸送の動向 

地域鉄道をめぐる危機的状況② 
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北海道ちほく高原鉄道 
（平成18年4月） 

下北交通 
（平成13年4月） 

南部縦貫鉄道 
（平成14年8月） 

くりはら田園鉄道 
（平成19年4月） 

日立電鉄 
（平成17年4月） 

京福電気鉄道 
永平寺線（平成14年10月） 

ＪＲ西日本可部線一部 
（平成15年１2月） 

西日本鉄道宮地岳線一部 
（平成19年4月） 

高千穂鉄道（平成20年12月） 
※一部は平成19年9月で廃止済 

南海電気鉄道 
和歌山港線（一部） 

（平成14年5月） 

鉄道 

島原鉄道一部 
（平成20年4月） 

三木鉄道 
（平成20年4月） 

名古屋鉄道 
岐阜市内線・美濃町線・田神線 

（平成17年4月） 

名古屋鉄道 
モンキーパーク・モノレール線 

（平成20年12月） 

有田鉄道 
（平成15年1月） 

桃花台新交通 
（平成18年10月） 

長野電鉄河東線（一部） 
（平成14年4月） 

のと鉄道 
七尾線一部（平成13年4月） 

能登線（平成17年4月） 
北陸鉄道 

石川線（平成21年11月） 

軌道 

西日本鉄道北九州線 
（平成12年11月） 

鹿島鉄道 
（平成19年4月） 

神岡鉄道 
（平成18年12月） 

名古屋鉄道 
竹鼻線・八百津線・揖斐線一部・

谷汲線（平成13年10月） 
三河線一部（平成16年4月） 

揖斐線（平成17年4月） 

(※)東京駅－八戸駅間東北新幹線営業キロ631.9km 

0

100

200

300

400

500

600

700

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

【平成１２年度以降の全国廃止路線長の推移】 



離島航路の現状 

 離島の人口の減尐等により、輸送人員は減尐し、欠損が拡大。 
 バスや鉄道に比べて割高な運賃も課題。 

都市・地域内における輸送の動向 

離島航路の現状 
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補助航路の輸送実績と欠損の推移 
欠損額(百万円) 

欠損は拡大 



離島航空路の現状 
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都市・地域内における輸送の動向 

離島航空路の現状 

 
 運航会社ごとの離島路線経常収支（平成２２年度）は 
 １１社中６社が赤字である。 
 
 黒字５社・・・ジャルエクスプレス、日本エアコミューター、 
         日本トランスオーシャン航空、 
         琉球エアーコミューター、スカイマーク 
 赤字６社・・・全日本空輸、北海道エアシステム、新中央航空、 
         オリエンタルエアブリッジ、日本航空インター 
         ナショナル、第一航空 

 

離島路線全体の経常収支（平成２２年度）は 

約３０億円の赤字である。 

離島航空路線 旅客数（千人） 運航便数（千便） 

平成２０年度 ６３ ４，８９０ ９１ 

平成２１年度 ６４ ４，６６６ ８９ 

平成２２年度 ６６ ４，５８９ ９３ 

黒字路線・・・３６路線 

赤字路線・・・３０路線  

      

平成１１年度 ６６ ５，０４０ １０４ 

（参 考） 

離島航空路線における路線数、旅客数及び運航便数の推移 

離島６６路線の経常収支 運航会社ごとの離島路線経常収支 

補助対象路線・・・１４路線 

 最も日常性を有する都市との間で、船舶等では２時間以上
要する単独の路線であって、赤字を計上しているもの。 

 

（全体の約４５％が 

      赤字路線） 

 

 離島航空路線における旅客数は減尐傾向であり、全体の５割近くが赤字路線。 



４ 国際交通の動向（旅客） 



出典：ICAO（国際民間航空機関）作成「 Outlook for Air Transport to the year 2025」より引用 

アフリカ ラテンアメリカ／カリブ海 

アジア/太平洋 

年平均 +5.8% 年平均 +3.6% 

年平均 +4.8% 
年平均 +5.1% 

中東 

単位：十億人キロ 

年平均 +4.3% 

1,005 

2,350 

ヨーロッパ 
2,980 

967 

169 
520 

年平均 +5.8% 

85 230 

2,690 

1,335 

北アメリカ 

410 159 
2005年 

（平成17年） 
旅客輸送量 

2025年（平成37年） 
 

旅客輸送量予測 
 

同期間における 
年平均伸び率 

世界の航空旅客輸送量予測（２００５年～２０２５年） 

航空輸送量の大幅な増加（国際・国内計） 
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 世界の航空旅客輸送は今後大きく拡大。 
 特に、アジア太平洋地域は世界最大の航空市場に成長する見込み。 

国際交通の動向（旅客） 

世界の航空旅客輸送量予測（２００５年～２０２５年） 



世界の国際航空に占めるアジア諸国航空企業シェア 
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 韓国、中国等の航空企業がシェアを拡大する一方、日本の航空会社はシェアを縮小。 

国際交通の動向（旅客） 

世界の国際航空に占めるアジア諸国航空企業シェア 
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世界の国際航空に占めるアジア諸国航空企業シェア（旅客キロ） 

 

 

日本（実数） 

世界（実数） 

日本が世界に占めるシェア 

シンガポールが世界に占めるシェア 

韓国が世界に占めるシェア 

中国が世界に占めるシェア 

（単位）年 

（単位）百万人キロ 

【出典】 
 ICAO, Civil Aviation Statistics of  the     
World（1999年まで） 
 ICAO, Annual Report of the Council 
（2000年から） 
【注】定期便による実績 



成田空港における国際線ネットワーク（2010年3月以降） 
国際交通の動向（旅客） 

成田空港における国際線ネットワーク（2010年3月以降） 
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成田空港における国際線ネットワーク（201１年3月以降） 

 成田空港においては、昨年3月以降、空港容量の拡大（20万回→22万回）にあわせてマカ
オ・アブダビ・ドバイ・カタール及びカルガリーとの間で新規路線の開設が実現したほか、
世界各都市との間で増便が実現。 

南京 

パース 

シドニー 

パペーテ 

北京 

長
春 

青
島 

大
連 

瀋陽 

ソウル 
釜山 

杭州 

西安 
成都 
重慶 

ハノイ 

コペンハーゲン 

ロンドン 
パリ 

ミラノ 

アムステルダム 

ミュンヘン 

ローマ イスタンブール 

フランクフルト 

ウィーン 
チューリッヒ 

デリー 
ムンバイ 

タシケント 

カラチ 

テヘラン 

カイロ 

ジャカルタ デンパサール 

シンガポール 

コロンボ 

バンコク 

プーケット 

クアラルン
プール 

コタキナバル 
マーレ 

セブ 

ケアンズ 

ポートモレスビー 

ゴールドコースト 

オークランド 

ヌーメア 

ホノルル 

サンフランシスコ 

シアトル 

ロサンゼルス ダラス 

デトロイト 

トロント 

シカゴ 

高雄 

マニラ 

ホーチミン 

グアム 

サイパン 

ヒューストン 
アトランタ 

ワシントン 

ニューヨーク 

メキシコシティ 

44ヶ国・地域、90都市  
2011年夏期 就航先（国際線） 

ドーハ 

アブダビ 

ヘルシンキ 

廈門 
台北 広州 

深圳 
マカオ 香港 

上海 
済州 

イスラマバード 

ラホール 
ドバイ 

モスクワ 

ポートランド 

ウランバートル バンクーバー ミネアポリス 

アフリカ・中東 

・イラン ・エジプト 

・アラブ首長国連邦 ・カタール 

4ヶ国 5都市  

アジア 
17ヶ国・地域 41都市 

オセアニア 

・オーストラリア ・グアム島  

・タヒチ ・ニューカレドニア 

・ニュージーランド  

・パプアニューギニア 

・北マリアナ諸島 ・パラオ 

8ヶ国・地域 11都市  

中南米 
・メキシコ 

1ヶ国 2都市  

北米 

・カナダ ・アメリカ  

2ヶ国 17都市 

成田 

パラオ 

カルガリー 

ソルトレークシティ 

ティファナ 

*2011年夏期当初事業計画認可ベース 

**期中の一部期間のみ運航される路線を含む 

ベルゲン 

ラクスエルブ 

資料）国土交通省調べ 

欧州 12ヶ国 14都市  
・イギリス ・イタリア ・オーストリア 

・オランダ ・スイス   ・デンマーク 

・ドイツ   ・トルコ    ・フィンランド 

・フランス ・ロシア  ・ノルウェー 



羽田空港における国際線ネットワーク（2010年10月以降） 国際交通の動向（旅客） 

羽田空港における国際線ネットワーク（2011年3月以降） 

資料）国土交通省調べ 
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 昨年１０月に実現した羽田空港への国際定期便の就航により、ロンドン、パリ、ニューヨー
ク、ロサンゼルス等の欧米主要都市や、北京・上海等の近距離アジア都市との路線網を構
築。 

パリ 

シンガポール 

バンコク 
台北 

 香港 

10ヶ国・地域、16都市 

就航先（国際線、昼間・深夜早朝合計） 

昼間時間帯路線  

深夜早朝時間帯路線 

昼間時間帯及び深夜早朝時間帯路線 

ホノルル 
ロサンゼルス 

デトロイト ニューヨーク 

北京 

上海 

コタキナバル 

ロンドン 

クアラルンプール 

サンフランシスコ 

北米 
・アメリカ 

1ヶ国 5都市 欧州 
・フランス ・イギリス 

2ヶ国 2都市 

アジア 7ヶ国・地域 9都市 
・韓国 ･台湾 ・中国 ・香港 ・タイ   

・マレーシア ・シンガポール  

*２０１１年夏期当初事業計画認可ベース  

 ソウル 

羽田 
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ソウル（仁川・金浦） 

大阪 
（札幌・福岡他21都市） 

ヌメア 
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テヘラン 

成都 
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西安 
青島 

武漢 
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桂林 

セブ 

ウランバートル 
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バンコク 

シンガポール 

プーケット 
カリボ 
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三亜 

ホーチミン 

シェムリアップ 

ハノイ チェンマイ 
デリー 

深圳 

杭州 

上海 
南京 

マカオ 
広州 厦門 

マニラ 
ルソン グアム 

サイパン 

ラワグ 

高雄 
台北 

香港 

大連 
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東京 

サンクトペテルブルグ ヘルシンキ 

カトマンズ 
昆明 

ソウルにおける国際線ネットワーク 

43ヶ国、124都市 

就航先（国際線） 

北米 

・アメリカ ・カナダ 

2ヶ国 13都市 

中南米 

・ブラジル 

1ヶ国 1都市 

オセアニア 

・オーストラリア ・グアム島  

・ニューカレドニア 

・ニュージーランド ・フィジー  

・北マリアナ諸島（サイパン） 

6ヶ国 8都市 

アジア 

17ヶ国 80都市 

欧州 
・イギリス ・イタリア ・オーストリア 

・オランダ ・スイス    ・スペイン  

・チェコ ・ドイツ ・トルコ   

・フィンランド ・フランス ・ロシア  

12ヶ国 17都市 

アフリカ・中東 
 

・アラブ首長国連邦 

・イスラエル ・イラン 

・エジプト ・カタール  

5ヶ国 5都市 

出典：2009年3月OAG Flight Guide 45 

 現在、ソウルにおいては、特にアジアを中心に、東京を上回る国際線ネットワークを構築。 

国際交通の動向（旅客） 

ソウルにおける国際線ネットワーク 



これまでのオープンスカイ 

今後のオープンスカイの考え方 

○ 2007年８月の韓国を皮切りに、香港、マカオ、ベトナム、タイ、マレーシア、シンガポール、スリランカ、カナダの計９ヵ国・
地域との間でオープンスカイを実施 

○ ただし、対象から首都圏空港（羽田・成田）は除かれており、第５の自由（以遠権）も除かれている等、必ずしも十分でな
い内容 

○ 成田の30万回化（2010年10月13日地元合意済み）、今後の羽田の国際化（同21日新ターミナル等供用開始、同31日
国際定期便就航）により、首都圏空港の国際線の発着容量は急速に拡大（羽田の国際化前約20万回→2014年度（平成
26年度）約36万回）するため、首都圏空港をオープンスカイの対象に含めるとともに、第５の自由（以遠権）も対象とする 

オープンスカイ政策の進捗状況 

オープンスカイ政策の動向 
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 首都圏空港の容量拡大を契機として、首都圏空港を含めたオープンスカイの推進が可能に。 
 これまでに８ヵ国・地域との間で首都圏空港を含めたオープンスカイに合意。 

※オープンスカイ：企業数、路線及び便数に係る制限を二国間で相互に撤廃すること 

国際交通の動向（旅客） 

   ○ シンガポール  2011年1月19日合意 

○ 韓国            2010年12月22日合意   

○ マレーシア 

○ 米国 2010年10月25日合意 

2011年2月24日合意 

   ○ 香港        2011年5月19日合意        ○ ベトナム     2011年6月9日合意   

   ○ マカオ       2011年7月14日合意   

オープンスカイ政策の動向 

     ○ インドネシア  2011年8月11日合意   



国・地域 航空会社 乗入年月日 日本就航路線 備考 

日本 

ピーチ・アビエーション 12年5月（予定） 関西＝仁川（予定） 
全日空33.44%出資 
12年3月関西＝新千歳、関西＝福岡就航予定 

エアアジア・ジャパン 12年8月（予定） 未定 
全日空67(51)%、ｴｱｱｼﾞｱ33(49)%出資 

※（）は無議決権株式含む 

ジェットスター・ジャパン 12年度中（予定） 未定 
日本航空33.3(41.7)%、ジェットスター
33.3(41.7)%、三菱商事33.4(16.6)%出資 
※（）は無議決権株式含む 

韓国 

チェジュ航空 09年3月20日 
関西＝仁川 （デイリー） 関西＝金浦 （デイリー） 
関西＝済州 （週３便）  北九州＝仁川 （週３便） 
中部＝金浦 （デイリー） 

エアプサン  10年3月29日 
福岡＝釜山 （デイリー） 関西＝釜山 （デイリー） 
成田＝釜山（デイリー） 

アシアナ航空46%出資 

ジンエアー  11年7月15日 新千歳＝仁川 （週２便） 大韓航空100%出資 

イースター航空  11年5月5日 新千歳＝仁川 （週２便）（7/13～8/27 週４便） 
成田＝仁川（デイリー） 

シンガポール ジェットスター･アジア航空 10年7月5日 関西＝台北＝シンガポール（デイリー） カンタスグループ49%出資 

マレーシア エアアジアX 10年12月9日 
羽田＝クアラルンプール （週３便） 
関西＝クアラルンプール （予定） 

フィリピン セブ・パシフィック航空 08年11月20日 関西＝マニラ （週３便） 

オーストラリア ジェットスター航空 07年3月25日 

成田＝ゴールドコースト（デイリー） 
成田＝ケアンズ （デイリー） 
関西＝ゴールドコースト（デイリー） 
ｹｱﾝｽﾞ - 関西 - ｹｱﾝｽﾞ - ｼﾄﾞﾆｰ（週２便） 
ｼﾄﾞﾆｰ - ｹｱﾝｽﾞ - 関西 - ｹｱﾝｽﾞ（週２便） 

カンタスグループ100%出資 

我が国へのＬＣＣ （格安航空会社）の就航状況 

国・地域 航空会社 乗入年月日 日本就航路線 備考 

中国 春秋航空 10年7月28日 茨城＝上海（週３便） 高松＝上海(週２便) 

（8社、予定3社） （2011年8月現在） 

（１社） 

定期便 

プログラムチャーター便 
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我が国へのLCC（格安航空会社）の就航状況 
国際交通の動向（旅客） 

 ＬＣＣは東アジア等でも急成長しており、我が国への就航も増加してきている状況。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_the_Philippines.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Flag_of_Australia.svg


 空港アクセスの改善（首都圏の例） 
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 首都圏においては、空港アクセスの改善が進んできているところ。 

国際交通の動向（旅客） 

 空港アクセスの改善（首都圏の例） 

小室駅 
印旛日本医大駅 

成田空港駅 

成田新高速鉄道 

ＪＲ成田エクスプレス 

日暮里駅 

京成上野駅 

品川駅 

京急蒲田駅 

泉岳寺駅 

京成高砂駅 

羽田空港駅 

押上駅 

浜松町駅 

東京駅 

横浜  

東京  

千葉  

印旛日  

本医大  

京成上野  

池袋  

新宿  

横浜 

東京 

千葉 

印旛 
日本医大 

京成上野 池袋 

新宿 

横浜  

東京  

千葉  

京成上野  

池袋  

新宿  

横浜 

東京 

千葉 

京成上野 池袋 

新宿 

成田空港 

成田空港 

整備後 

成田空港から90分到達圏
成田空港から120分到達圏
成田空港から90分到達圏
成田空港から120分到達圏

整備前 

   日暮里～成田空港第２ビル 

   ５１分→３６分へ ・駅での混雑緩和・乗継負担軽減 
・スカイライナー専用ホーム新設 

その他 

鉄道整備でアクセスが改善されない地域について、空港直行バス 

の活用を検討 

 京急蒲田駅の駅改良 
 （平成２４年度完成予定) 
 直通運転６本→９本/時 

☆京成日暮里駅の改良 ☆アクセス道路の整備 
☆成田高速鉄道アクセス線の整備 

☆京急蒲田駅の改良 

☆都心と成田・羽田間及び両空港間の鉄道アクセ
ス改善に関する検討 

成田高速鉄道アクセス線 整備による成田
空港への所要時間の変化 

〔現状〕京急（羽田）→都営線→京成本線（成田） 
   ：89分〔82.4km〕 
 

  〔高速化に向けた検討〕 

  今後、成田新高速鉄道等の既存ストックを最大限活用する 
 ことを前提に、短絡線の整備を含め、東京駅から成田空港へ   
 のアクセス30分台、東京駅から羽田空港へのアクセス約20分 
 台、両空港間のアクセス50分台を目指し、その実現方策につ  
 いて検討 

京成本線 

・北千葉道路の早期整備 
・東京外かく環状道路の早期整備 



５ 国際交通の動向（貨物） 



出典：Fearnleys 「Review」より国土交通省港湾局作成 

推
計 

予
測 

予
測 

急増する世界の海上荷動量 
 

兆ﾄﾝﾏｲﾙ 

4.4 
4.7 

5.4 
5.8 6.2 
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8.4 
9.4 

10.7 

11.7 

13.1 

15.4 
16.4 

15.4 

17.0 
17.5 

16.9 16.7 

15.7 

13.6 
12.6 

13.5 
13.1 

13.9 
14.3 

14.6 
15.6 

16.4 

17.3 

0

5
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25
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35

62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10

73:第一次石油ショック 

79:第二次石油ショック 

85 ：プラザ合意 

67:第三次中東戦争 

82：OPEC大幅減産 

83 ：WTI先物取引開始 
（スポット市場創設） 

01：中国WTO加盟 

95：WTO発足 

２００９年２月時点の予測 
33.3 

32.6 
32.7 

31.4 

30.1 

28.4 

26.8 

25.1 

23.5 

22.9 
21.8 

21.3 

21.3 

20.1 

18.5 
18.0 

17.5 

17.6 

19.4 

23.1 

その他（コンテナ含む） 

石油製品 

原油 

鉄鉱石 

石炭 

穀物 

バルク貨物 
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 オイルショック後を除き、基本は拡大基調。 
 中国のWTO加盟後は急拡大。 

国際交通の動向（貨物） 

世界の海上荷動量 



世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱貨物量の推移 
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 全世界のコンテナ取扱量は１０年間で約２．３倍、アジアでは約２．８倍に増加。 
 一方、日本のコンテナ取扱量は約１．３倍の増加に留まっている状況。 

国際交通の動向（貨物） 

世界各地域の港湾におけるコンテナ取扱貨物量の推移 

0.86  0.94  1.0  
1.1  

1.3  1.4  
1.5  1.6  1.7  

2.0  

2.3  
2.4  

2.8  
3.0  

3.5  

3.9  

4.3  

4.8  

5.1  

4.6  

0.0  

0.5  

1.0  

1.5  

2.0  

2.5  

3.0  

3.5  

4.0  

4.5  

5.0  

5.5  

'90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 

億TEU 

その他 

欧州 

北米 

日本 

アジア 

○アジア：韓国、中国、香港、台湾、タイ、フィリピン、マレーシア、シンガポール、インドネシア 

○北米：アメリカ、カナダ 

○欧州：イギリス、オランダ、ドイツ、イタリア、スペイン、ベルギー、フランス、ギリシャ、アイルランド、スウェーデン、フィンランド、デンマーク 

○その他：日本と上記以外 

TEU(twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ＩＳＯ規格）の20フィート・コンテナを１とし、40フィート・コンテナを２として計算する単位  

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移 
２００９年 

全世界 

日本 

アジア 
（日本含まず） 

２億０，３２１万ＴＥＵ ４億５，８５４万ＴＥＵ 

１，２１０万ＴＥＵ １，６２９万ＴＥＵ 

７，５８４万ＴＥＵ ２億１，２５４万ＴＥＵ 

２．３倍 

１．３倍 

２．８倍 

１９９９年 

出典：各年のContainerisation 

International Yearbook より
国土交通省港湾局作成 

※’09は暫定確定値 

アジアの港湾 

２億１，２５４万ＴＥＵ 

アジアの港湾 

７，５８４万ＴＥＵ 



コンテナターミナル規模の国際比較 
 
 

ハンブルク港

（単一オペレーターの運営による区画を同一縮尺で比較）
0 500 1,000m

ロングビーチ港
Pier T

CTB & CTH
フェリクストウ港

Trinity Terminal

コンテナターミナルの規模

資料：2010年版国際輸送ハンドブック、各港公表計画等をもとに国土交通省港湾局作成

Trinity Terminal

香港
HIT(CT4,6,7,9)

シンガポール港
Pasir Panjang  Terminal

釜山新港
North Container Terminal(PNC)

横浜港
南本牧ふ頭

Ｐａｓｉｒ Ｐａｎ ｊａｎｇ Ｔ ｅｒｍｉｎａｌ
（ Ｐｈ ａｓｅⅠ）

バース延長：2,354m

ガントリークレーン：27基
ターミナル面積：124ha

（横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.1倍）

バース延長：2,080m

ガントリークレーン：21基
ターミナル面積：140ha

（横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.5倍）

バース延長：2,850m

ガントリークレーン：27基
ターミナル面積：140ha

（横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.5倍）

バース延長：1,524m

ガントリークレーン：14基
ターミナル面積：156ha

（横浜港〔南本牧ふ頭〕の3.9倍）

バース延長：4,292m

ガントリークレーン：43基
ターミナル面積：111ha

（横浜港〔南本牧ふ頭〕の2.8倍）

バース延長：7,900m

ガントリークレーン：87基
ターミナル面積：335ha

（横浜港〔南本牧ふ頭〕の8.3倍）

バース延長：700m

ガントリークレーン：5基
ターミナル面積：40ha

（ Ｐｈ ａｓｅⅡ）

バース延長：2,000m

ガントリークレーン：18基
ターミナル面積：約85ha

（横浜港〔南本牧ふ頭〕の2.1倍）

１３供用中 計画

名古屋港
飛島ふ頭南

バース延長：750m

ガントリークレーン：6基
ターミナル面積：36ha

 世界の大規模コンテナターミナルの面積は、横浜港（南本牧ふ頭）の数倍の規模。 

国際交通の動向（貨物） 

コンテナターミナル規模の国際比較 
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アジア諸港の欧米基幹航路寄港便数の比較 

52 

 アジア主要港に寄港する基幹航路の便数は増加傾向にあるが、我が国に寄港する基幹航路の
便数は横ばいまたは減尐。 

 我が国港湾の取扱貨物量も増加しているが、それにも増してアジア主要港のコンテナ取扱貨
物量が急増し、我が国港湾の地位が相対的に低下。 

国際交通の動向（貨物） 

アジア諸港の欧米基幹航路寄港便数の比較 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H
o

n
g

 K
o

n
g

S
in

g
a

p
o

re

S
h

a
n

g
h

a
i

B
u

sa
n

T
o

k
y

o

Y
o

k
o

h
a

m
a

N
a

g
o

y
a

O
sa

k
a

K
o

b
e

2000年

2002年

2004年

2006年

2008年

出典： Lloyd'sデータより国土技術政策総合研究所作成 

寄
港
回
数
（回
） 

欧米基幹航路フルコンテナ船の年間寄港回数の推移 

アジア为要港に寄港
する基幹航路の便数
は増加傾向 

我が国に寄港する基幹
航路の便数は横ばいま
たは減尐 

出典：ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 
ＹＥＡＲＢＯＯＫ1981 , 2011 

     March 2011 ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲ
ＮＡＴＩＯＮＡＬをもとに国土交通省港湾局作成     

※東京湾は東京港・横浜港、 
大阪湾は大阪港・神戸港。 
ただし、大阪湾は2009年の数字。 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 
2,843 

92 

東京湾 
748 
135 

大阪湾 
409 
171 

釜山 
1,416 

63 
上海 
2,907 

5 

港湾取扱ｺﾝﾃﾅ個数 
（単位：万ＴＥＵ） 

2010年（上段） 

1980年（下段） 

深圳 
2,251 

― 

香港 
2,353 
146 

広州 
1,255 

― 

寧波 
1,314 

― 

青島 
1,201 

― 

アジア主要港のコンテナ取扱個数 



バルク貨物の輸送ルート 
国際交通の動向（貨物） 

バルク貨物の輸送ルート 

パナマ運河 

Portland 

Tacoma 

New Orleans 

South Louisiana 

Quequen Bahia Blanca 

Ponta da Madeira 

Tubarao 

Dampier 

Port Hedland 
Hay Point 
(Sub port)Dalrymple Bay 

Gladstone 

Newcastle 

Tanjung Bara 

Seattle 

 バルク貨物の主要な輸送ルート。（穀物、鉄鉱石及び石炭の事例） 
 パナマ運河の拡張により、より大型の船舶が通行可能に。 

穀物 

鉄鉱石 

石炭 

産地 港 ルート 

 
第３閘門の新設を中心とする
パナマ運河拡張工事により、
喫水15.2mの船舶が通行可能
に。 
 

総事業費：52億5000万ドル 
工期：2007～14年（平成19～26年） 

現閘門（第１、第２閘門）と第３閘門（新設）との比較 

第３閘門の各閘室の長さ 427m  
通航可能最大船舶の長さ 366m  

12,000TEU積 
コンテナ船 

4,500TEU積 
コンテナ船 

閘室の幅 33.5m 
閘室の幅 55m 

船幅 
49m 

閘室水深 
12.6m 

喫水 
12.0m 

喫水 
15.2m 

閘室水深 
18.3m 

12,000TEU積   コンテナ船 4,500TEU積   コンテナ船 

船幅 
32.3m 

現閘門 第３閘門 

現閘門の各閘室の長さ  305m 
通航可能最大船舶の長さ 294m 
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パナマ運河拡張計画 



バルク船の大型化 

 パナマ運河拡張やスケールメリットによる輸送コスト低減のため、バルク船が大型化。 
 船舶の大型化の進展に伴い、大水深の港湾施設が必要に。 

国際交通の動向（貨物） 

54 

バルク船の大型化 

呼称 

（船型：トン＊1） 
船型の例 

穀
物 

鉄
鉱
石 

石
炭 

パナマックス 

（船型：６～７万トン程度） 

ポストパナマックス（仮称） 

（船型：１０万トン程度） 

ケープサイズ 

（船型：１０～２０万トン程度） 

VLOC〈Very Large Ore Carrier〉 

（船型３０万トン程度） 

全長２７０ｍ 

全長２２５ｍ 

＜７万トン級の例＞ 

満載喫水  
12.0m 

全長２５０ｍ 

満載喫水   
15.2m 

＜１２万トン級の例＞ 

全長３４０ｍ 

＜３３万トン級の例＞ 

＜１５万トン級の例＞ 

出典：企業ヒアリングより国土交通省港湾局作成 

満載喫水  
17.5m 

必要岸壁水深  
13m程度 

必要岸壁水深 
17m程度 

必要岸壁水深  
19m程度 

必要岸壁水深 
23m程度 

満載喫水  
21.1m 

＊
2 

＊1 単位は載貨重量トン（DWT）。 

    DWT（Dead Weight Tonnage） ： 貨物船に積載可能な貨物等の最大重量トン。为に貨物船の大きさを表す。 

＊2 2014年完成予定の新パナマ運河に対応した船舶。 



成田、仁川空港輸送実績 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

成田空港
（２００６年度）

仁川空港
（２００６年）

輸送実績（千トン） その他

北米発東南アジア向け

北米発中国向け

東南アジア発欧州向け

中国発欧州向け

他国発日本向け

日本発他国向け

東南アジア発北米向け

中国発北米向け

自国発着貨物

　成田空港は日本出入航空貨物路線別取扱
実績より、仁川空港は仁川空港公表資料よ
り作成した。
　継越貨物の発着地域は「平成18年度トラン
ジット貨物検討会」における各空港の自国航
空会社の取扱実績を基に方面別の構成比を
割り出し、各空港の年度実績に置き換えて作
成した。
　【各空港の対象会社】
　　成田：JAL、ANA、NCA
　　仁川：大韓航空、アシアナ航空

81％

52％
注記事項

6％

4％

9％

16％

9％

11％

12％

資料）国土交通省調べ 
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 成田空港における国際トランジット貨物の割合は約２割に留まるのに対して、仁川空港にお
ける国際トランジット貨物の割合は約５割という高い水準で推移。 

 仁川は、中国・東南アジア発欧米向けの貨物が約３割を占めているのに対して、成田は、約
１割に過ぎない状況。 

国際交通の動向（貨物） 

成田、仁川空港輸送実績 

国際トランジット貨物 



ＡＮＡ那覇空港ハブ化の取組み 
国際交通の動向（貨物） 

那覇空港貨物ハブ化の取組み 
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平成１９年６月にＡＮＡが「沖縄貨物ハブ構想」を発表し、那覇空港における国際物流拠点形成
に向けて平成２１年１０月２６日より沖縄貨物ハブがスタート。 

沖縄を国際物流の中継基地として、日本を含むアジア为要都市を
深夜出発、早朝到着の競争力のあるダイヤで輸送し、アジア各都
市をカバーする効率的な航空輸送体制を構築。 

事業スキーム 

開始時期 

・日本国内は３拠点（成田、羽田、関空） 
・アジア地域は５拠点（ソウル、上海、香港、台北、バンコク） 

就航地点（貨物便） 

国際貨物取扱量推移（那覇空港） 

沖縄貨物ハブイメージ 

出典：空港管理状況調書 

単位：トン 

出典：ANAホームページ 

 那覇空港の貨物ハブ化後、那覇空港における国際貨物取扱量は増加。 

H21年度（実績値） H22年度（速報値） 

10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

2,324 9,216 9,715 9,342 7,417 12,751 13,704 12,387 13,046 13,445 11,449 13,933 14,175 13,520 14,475 11,702 9,029 13,570 



６ 横断的事項 



バリアフリー化の推進① 

 バリアフリー法の目標達成に向け、旅客施設や車両等におけるバリアフリー化は着実に進展。 

横断的事項 

バリアフリー化の推進① 

28.9% 
33.2% 

39.3% 
44.1% 

48.9% 

56.5% 

63.1% 
67.5% 

71.6% 
77.2% 

57.2% 

64.3% 

72.0% 74.2% 
80.1% 

82.8% 
88.3% 

90.9% 92.9% 
94.7% 

0.1% 
2.6% 

13.0% 
21.0% 

32.8% 

42.9% 

52.6% 

59.6% 

66.4% 
75.1% 

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

段差解消 視覚障害者誘導用ブロック 障害者用トイレ 

（公共交通移動等円滑化実績等報告による） 

※１日当たりの平均的な利用者数が
5,000人以上のもの 

旅客施設におけるバリアフリー化の推移 
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（公共交通移動等円滑化実績等報告による） 

車両等総数（平成21年度末現在） 
 鉄軌道 ： 52,548両 
 バ  ス  ： 59,359台 

車両等におけるバリアフリー化の推移 

※H18の鉄軌道の減尐は、新基準における強化（車両内の扉等への文字及び点字表示の追加）のため 
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旅客施設 １日平均利用客数3000人以上を原則100% 
【鉄軌道駅】整備困難駅への対応、ホームドア・可動式ホーム柵の設置 
【旅客船ターミナル】その他、離島航路の公共旅客船ターミナルの整備 

原則100% 
ホームドア・可動式ホーム柵は
目標なし 

鉄軌道車両 約36,400両／約52,000両（約70%） 約50% 

バス車両 約35,000台／約50,000台（約70%） 
【リフト付バス等】約2,500台／約10,000台（約25%。可能な限りバリアフリー化） 

約30% 
リフト付バス等は目標なし 

福祉タクシー 約28,000台 約18,000台 

旅客船 約50%（約400隻／約800隻） 
5000人以上のターミナルに就航する船舶は原則100% 
その他、利用実態等を踏まえて可能な限りバリアフリー化 

約50% 

飛行機 約480機／約530機（約90%） 約65% 

（参考）従前の目標（H22末） 平成２３年以降の新たな各施設等のバリアフリー化の整備目標（平成３２年度末まで）について【平成２３年３月末告示】 
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出典：国土交通政策研究所 58 

 バリアフリー化は、特に子育て世代（0-3歳）や高齢者（75歳以上）の購買行動に影響。 

横断的事項 

バリアフリー化の推進② 



バリアフリー化の推進② 
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 これまでのバリアフリー化の取組については、一定の評価が徔られているが、さらなるバリ
アフリー化の進展が求められているところ。 

横断的事項 

バリアフリー化の推進③ 

平成22年６月障がい者制度改革推進会議「障害者制度改革の推進のための基本的な方向（第一次意見）」（抜粋） 

 障害者が、日常生活又は社会生活において、公共的施設・設備、交通機関等を円滑に利用できるようにすることは、障
害者の社会参加を促進する観点から不可欠である。 

 平成18 年に制定された「高齢者、障害者等の移動の円滑化の促進等に関する法律」（バリアフリー新法）の制定等によ
り、バリアフリーの取組においては、一定の進展はみられるものの、地方より大都市におけるバリアフリー整備が優先され
てきたことにより、地方における整備の遅れが顕著となっている。また、障害者が公共交通機関を利用するに当たって、乗
車拒否や利用拒否等の不当な対応もみられるところであり、障害者にとって、円滑かつ安全に公共的施設・設備、交通 

機関等を利用できる環境が、必要な情報提供を含め十分に整っているとはいえない状況がある。 

「移動等円滑化の促進に関する基本方針」パブリックコメント提出意見（抜粋） 

ホームドア等の整備目標について 

・ホームドア等についても数値目標を設定するべき  

情報提供のあり方について 

・施設設置管理者による適切な情報提供のあり方について具体的に記載するべき ・公共交通事業者等による事前のバリアフリー情報の内容が不十分 

音声案内や文字情報の充実について 

・バスや鉄道の運行情報、トイレ等の位置など視覚障害者に対する音声案内を充実すべき ・緊急時における情報について文字による表示を行うべき 

職員に対する教育訓練について 

・乗車拒否・利用拒否をしないよう職員に対する教育訓練実施に関する取組を強化すべき ・教育訓練において当事者参画を得るよう記載すべき 

基本構想作成における当事者参画について 

・協議会への当事者参加を徹底すべき、協議会への事業者の参画を明記すべき ・提案制度が活用されるよう改善すべき 

心のバリアフリーの推進について 

・視覚障害者用誘導ブロック上への駐輪等を行わないよう周知徹底すべき ・人々が障害者の特性を知ることにより適切なサポートができるのではないか 



運輸部門における温室効果ガス排出量の推移① 
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横断的事項 
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300.0 
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乗用車 バス 鉄道 船舶 航空 貨物自動車 鉄道（貨物） 船舶（貨物） 航空（貨物） 

（百万トンCO2） 

2010年度目標：240～243百万トン 

（1990年比：+10.3～+11.9%） 

 運輸部門における温室効果ガスの排出量は、近年は減尐傾向。 
 京都議定書に基づく分野ごとの目標値は既に達成。 

運輸部門における温室効果ガス排出量の推移と目標 

運輸部門における温室効果ガス排出量の推移 

出典：温室効果ガスインベントリオフィスホームページより国土交通省作成 

※ ２０１０年度目標値は京都議定書目標達成計画（２００８年３月２８日閣議決定）における対策数値 



運輸部門におけるモード別の温室効果ガス排出量の推移② 
横断的事項 
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2010年度目標：1990年比+10.3～+11.9% 

 いずれのモードについても、近年は減尐傾向。 
 特に、貨物自動車は、自家用トラックから営業トラックへの転換により輸送が効率化し、減

尐幅が大きい状況。 

運輸部門におけるモード別の温室効果ガス排出量の推移と目標 

運輸部門におけるモード別の温室効果ガス排出量の推移 

出典：温室効果ガスインベントリオフィスホームページより国土交通省作成 

※ ２０１０年度目標値は京都議定書目標達成計画（２００８年３月２８日閣議決定）における対策数値 



交通分野の技術研究開発の主な事例・取組み 
横断的事項 

交通分野の技術研究開発の主な事例・取組み 

架線レスLRV 

蓄電池を活用した鉄道車両 環境に優しい船体、舶用エンジン等 

フリーゲージトレイン 超電導リニア ハイブリッド車等（技術基準） 

超小型モビリティ 非接触給電ハイブリッドバス 

環境に優しい交通機関の開発・普及 

【出典：「国土交通省 技術基本計画」 （平成20年4月）における必要な技術研究開発の例】 
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 利便性向上、環境負荷低減等の政策課題解決のため、技術研究開発・普及を推進。 
 総合的・計画的に示された政策を効果的に実現していくためには、交通に関する技術研究開

発システムを、より最適化し、実行していくことが丌可欠。（目標の明確化、産学官連携強
化、導入促進等） 

世界一安全でインテリジェントな道路交通社会の実現 

資料）国土交通省調べ 



歩行空間の充実の取組事例 

 ITSサービスの普及により、渋滞、環境に効果を発揮。 
 高速・大容量通信を活用した新たなサービスが展開。 
 ICT等を活用した歩行者移動支援の推進。 

横断的事項 

交通分野におけるＩＣＴの推進 
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□ＶＩＣＳの普及(約3,000万台)により、交通流が円滑化 

 →ＣＯ２排出量を約２５０万t-CO2／年削減（H23年3月現在） 

□ ＥＴＣの普及(約4,500万台)により、高速道路の料金所渋滞が緩和       

 →ＣＯ２排出量を約２１万t-CO2／年削減（ H23年3月現在）     

近年のＩＴＳサービスの普及により、 
渋滞、環境に効果を発揮 

ITSスポットＩＴＳスポット対応
カーナビ

高速・大容量通信

2009年秋から発売開始 

高速道路上を中心に 

約1,600箇所設置 

 【ダイナミックルートガイダンス】 

   →広範囲の渋滞データを受信。カーナビが賢くルート選択 

 【安全運転支援】 

   →ドライブ中のヒヤリを減らす事前の注意喚起 

 【ETC】 

   →ETCのサービスも実現 

※ 

高速・大容量通信を活用した新たなサービスが展開 

□「ＩＴＳスポット」と「対応カーナビ」による３つの基本サービス 

□  尐子高齢化社会に向け、誰もが積極的に活動できる様々なバリアを克服
した環境を構築するため、ICT等を活用した歩行者移動支援を推進する。 

   これにより、平常時には移動制約者を含めた交流促進、観光促進等の効
果が期待されるほか、災害時の迅速な対応へも効果が期待される。 

目的地 

車いす使用者 

段差を回避する
ルートを希望 

健常者 

最短ルートを希
望 

現在位置に合わせて、利用者の属性に
応じた経路案内情報などが届く 

現在位置から最短の経路案内情報などが届く 

出発地 

誰もが積極的に活動できるバリアフリー環境の構築 
～ICT等を活用した歩行者移動支援の推進～ 

□  歩行者移動支援のイメージ 

 【平常時におけるサービス内容】 

  ・周囲のバリア情報の提供及びそれを踏まえたバリアフリー経路案内の提供 

  ・観光情報、店舗情報の提供 等 

 【災害時におけるサービス内容】 

  ・災害情報の提供やそれを踏まえた最適な避難所への誘導 等 

□  为な歩行者移動支援サービスの内容 



歩行空間の充実の取組事例 

 アジア等の膨大なインフラ需要を取り込み、我が国の成長活力を牽引していくため、官民連
携による海外プロジェクトを推進。具体的には、プロジェクトの構想段階から、トップセー
ルスを活用しつつ、我が国の優れた技術が活用できる案件の発掘・形成を促進し、さらに
は、我が国規格のスタンダード化のための取組等も実施。 

横断的事項 

官民連携による海外プロジェクトの推進 
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我が国の優れた技術・システムの国
際標準化や相手国でのスタンダード
獲得に向けた取組を強化 
 

国際機関・標準化団体へ積極的な
参画、我が国提案への賛同国増加
に向けた働きかけ強化  

  

セミナー・研修開催、専門家派遣等
を通じた日本規格の理解・普及促
進 
                 

 

 

 
 

政治のリーダーシップによる官民一体と
なったトップセールスの展開や案件形成
等を更に推進 
 

 トップセールスを含む相手国政府とのハ
イレベル協議やシンポジウムの開催、
相手国要人・政府行政官の招聘等の実
施   

我が国の技術を活かし、我が国企業の
海外進出を促進するため、構想段階か
ら官民連携による案件形成・コンソーシ
アム形成等の支援や官民による海外Ｐ
ＰＰ協議会の開催等を実施    

 
                      

 

日本規格のスタンダード化  

 

資金調達、相談窓口の設置等により
我が国企業の海外展開を支援 
 

 ＪＢＩＣ（国際協力銀行）の投資金融
等による融資、ＮＥＸＩ（日本貿易保
険）による債務保証等をアレンジ 

 

 

 

 

民間企業からのトラブル相談窓口
として「海外建設ホットライン」の設
置や事業監理セミナー等を実施 

 
                 

 

 

資金調達等による支援 トップセールス、案件形成 

平成23年1月 高速鉄道セミナー 
平成22年11月 IEC/TC9総会 

平成22年2月 スリランカ 

合同現場見学会 

平成23年2月 海外PPP協議会 

先進国向け投資金融の対象に高
速鉄道、都市鉄道、水分野等を
追加 

2010年 

先進国向け輸出金融（高速鉄
道、都市鉄道、水分野等）を追加 

2011年 

平成23年1月 インドネシア 

事業監理セミナー 


